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世界の平和と安全を守り、 国々の間の協力を進めるために、 多くの国が参加して作られた国際組織は何でしょう？

国際連合の中心的な機関の一つで、 世界の平和と安全の維持に主要な責任を負っているのは何でしょう？

政府開発援助 （ODA） や、 NGO （非政府組織） の活動などを通じて、 日本が開発途上国などに対して行っている支援活動を総称して何というでしょう？

地球全体の気温が上昇する現象で、 二酸化炭素などの温室効果ガスの増加が主な原因と考えられている環境問題は何でしょう？

鎌倉時代に、 法然や親鸞、 日蓮などが開いた、 庶民にも分かりやすく救いを説いた新しい仏教の宗派をまとめて何と呼ぶでしょう？

第一次世界大戦後の世界で、 民族自決や民主主義を求める風潮が高まったことを背景に、 日本で起こった政治や社会の動きを何というでしょう？

高度経済成長の過程で、 工場の煙や排水などが原因で、 人々の健康や生活環境がおびやかされる問題が発生しました。 これを何というでしょう？

1923 年 9月 1日に関東地方南部を襲い、 東京や横浜を中心に甚大な被害をもたらした大地震を何というでしょう？

国民から選挙で選ばれた代表者が集まり、 法律や予算などを話し合って決める政治の仕組みを何というでしょう？

第二次世界大戦後、 日本の民主化を進めるために、 連合国軍総司令部 （GHQ） の指示のもとで行われた改革の一つで、 小作人が地主から土地を安く買い取れるようにし
たものは何でしょう？

日本の国会が、 衆議院と参議院の二つの議院で構成されていることを何というでしょう？

1951 年に、 日本が第二次世界大戦の連合国 （ソ連などを除く） との間で結び、 主権 （独立） を回復した条約は何でしょう？

内閣総理大臣が国務大臣を任命し、 内閣を組織して行政権を担当し、 国会に対して連帯して責任を負う制度を何というでしょう？

1960 年代を中心に、 日本の経済が急速に成長した時期を何と呼ぶでしょう？

満 18歳以上の日本国民が持つ、 国の政治や地方公共団体の政治に参加する権利 （選挙権や被選挙権など） を総称して何というでしょう？
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（国連）

安全保障理事
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間接民主制
（議会制民主主義）

農地改革

二院制

高度経済成
長

議院内閣制

地球温暖化

鎌倉新仏教

関東大震災

サンフランシスコ
平和条約

参政権

国際連合は、 第二次世界大戦を防げなかった国際連盟の反省を踏まえ、 1945年に設立された国際組織です。 主な目的は、 世界の平和と安全を維
持すること、 各国間の友好関係を発展させること、 経済的 ・社会的 ・文化的な国際問題を解決するために協力すること、 人権と基本的自由を尊重する
ように促すことです。 総会、安全保障理事会（安保理）、経済社会理事会、国際司法裁判所などの主要機関があります。 日本は 1956年に加盟しました。

安全保障理事会 （略称 ：安保理） は、 国際連合の主要機関の一つで、 国際の平和と安全の維持に対して主要な責任を負っています。 アメリカ、 イギ
リス、 フランス、 ロシア、 中国の 5つの常任理事国と、 総会で選ばれる 10の非常任理事国 （任期 2年） で構成されます。 紛争の平和的解決を促し
たり、 平和を脅かす行為に対して経済制裁や軍事的措置をとることを決定したりする権限を持っています。 常任理事国は拒否権を持っています。

国際協力とは、 国境を越えて、 開発途上国の経済や社会の発展、 貧困削減、 人道支援、 環境保全、 平和構築などのために、 様々な国や組織、 人々
が協力して行う活動のことです。 日本は、 政府開発援助 （ODA） による資金や技術の提供、 国際機関への拠出、 青年海外協力隊などのボランティア
派遣、 NGO （非政府組織） や市民による草の根レベルの支援活動など、 様々な形で国際協力に取り組んでいます。

地球温暖化は、人間の活動によって大気中の二酸化炭素 （CO2） などの温室効果ガスの濃度が高まり、地球の平均気温が長期的に上昇する現象です。
主な原因は、石油や石炭などの化石燃料を燃やすことによる CO2の排出です。 温暖化が進むと、海面の上昇、異常気象の増加、生態系への影響など、
地球環境や私たちの生活に深刻な影響が出ると心配されており、 世界的な対策が求められています。

鎌倉新仏教は、 鎌倉時代に興った新しい仏教の宗派の総称です。 それまでの仏教が貴族中心で難しい教えが多かったのに対し、 鎌倉新仏教は、 武
士や庶民にも分かりやすく、 実践しやすい教えを説いたのが特徴です。 代表的なものに、 法然 （ほうねん） が開いた浄土宗 （念仏を唱えれば救われ
る）、親鸞 （しんらん） が開いた浄土真宗 （悪人こそ救われると説く）、日蓮 （にちれん） が開いた日蓮宗 （法華経の題目を唱える）、一遍 （いっぺん）
が開いた時宗、 栄西 （えいさい） が伝えた臨済宗、 道元 （どうげん） が開いた曹洞宗 （禅宗） などがあります。

大正デモクラシーは、大正時代（1912年～1926年）を中心に見られた、日本の民主主義的な風潮や運動のことです。 第一次世界大戦による好景気や、
世界的な民主主義の高まりを背景に、 普通選挙を求める運動 （普選運動）、 政党政治の発展、 労働運動や農民運動、 女性解放運動などが活発にな
りました。 1925年には、 納税額に関係なく満 25歳以上のすべての男子に選挙権を与える普通選挙法が成立しました。

公害は、 企業の生産活動や人々の社会活動によって、 大気汚染、 水質汚濁、 土壌汚染、 騒音、 振動、 地盤沈下、 悪臭などが発生し、 人の健康や生
活環境が損なわれることです。 高度経済成長期には、 経済発展が優先される中で、 四大公害病 （水俣病、 新潟水俣病、 イタイイタイ病、 四日市ぜん
そく） をはじめとする深刻な公害問題が全国各地で発生しました。 これらの経験から、 公害対策や環境保全の取り組みが進められるようになりました。

関東大震災は、 1923年 （大正 12年） 9月 1日に発生した、 マグニチュード 7.9 と推定される巨大地震です。 震源地は神奈川県西部で、 東京府、
神奈川県を中心に、 関東地方南部に壊滅的な被害をもたらしました。 地震そのものによる建物の倒壊に加え、 大規模な火災が発生し、 死者 ・行方不
明者は 10万人以上にのぼりました。 この震災は、 日本の首都圏に大きな打撃を与え、 その後の都市計画や防災対策に大きな影響を与えました。

間接民主制または議会制民主主義は、 国民が自分たちの代表者を選挙で選び、 その代表者たちが議会 （日本では国会） を作って、 国民に代わって
政治の重要な事柄を話し合い、 決定する仕組みです。 国の規模が大きくなると、 すべての国民が直接集まって話し合うこと （直接民主制） は難しくなる
ため、 多くの民主主義国でこの間接民主制が採用されています。 選挙で代表者を選ぶことが、 国民の政治参加の重要な方法となります。

戦前の日本では、地主が多くの農地を所有し、小作人と呼ばれる農民が高い小作料を払って土地を借りて耕作する制度が一般的でした。 農地改革では、
政府が地主から農地を強制的に安く買い上げ、 それを実際に耕作していた小作人に安価で売り渡しました。 これにより、 自分で土地を持つ農民が大幅
に増え、 農村の民主化が進みました。

二院制は、立法機関である議会が二つの議院から構成されている制度です。 一つの議院だけでなく、二つの議院で法律案などを慎重に審議することで、
より公正で適切な決定ができると考えられています。 また、 一つの議院の行き過ぎを抑える役割も期待されています。 日本の国会では、 いくつかの点で
衆議院のほうが参議院よりも強い権限を持つ 「衆議院の優越」 が認められています。

サンフランシスコ平和条約 （または、 日本との平和条約） は、 1951年 9月にアメリカのサンフランシスコで、 日本と第二次世界大戦の連合国48か
国との間で調印された講和条約です。 この条約により、 日本は正式に戦争状態を終結させ、 連合国による占領が終わり、 独立国としての主権を回復し
ました。 ただし、 ソ連や中国などは調印に参加しませんでした。 また、 同時に日米安全保障条約も結ばれました。

議院内閣制は、 行政を担当する内閣が、 立法機関である議会の信任に基づいて成立し、 議会に対して連帯して責任を負う政治制度です。 日本では、 国
会が内閣総理大臣を指名し、 その内閣総理大臣が国務大臣を任命して内閣を組織します。 内閣は国会の信任がなければ存続できず、 衆議院で内閣不信
任決議案が可決された場合、 内閣は総辞職するか、 衆議院を解散して国民に信を問う必要があります。 イギリスやドイツなどもこの制度を採用しています。

高度経済成長は、 おおむね 1950年代半ばから 1970年代初めにかけて、 日本の経済が年平均10％前後という驚異的なスピードで成長を続けた時
期のことです。 技術革新や旺盛な設備投資、 安価で豊富な労働力などを背景に、 重化学工業を中心に生産が飛躍的に増大しました。 国民の所得も
向上し、 テレビ・洗濯機・冷蔵庫が 「三種の神器」 と呼ばれるなど、 生活水準が大きく向上しました。 1964年の東京オリンピック開催もこの時期です。

参政権は、 国民が国の政治や地方の政治に参加する権利の総称です。 具体的には、 選挙で投票する権利 （選挙権） や、 選挙に立候補する権利 （被
選挙権）、最高裁判所裁判官の国民審査、憲法改正の国民投票、地方公共団体の条例制定・改廃請求や住民投票などの権利が含まれます。 日本では、
満 18歳以上のすべての日本国民に選挙権が保障されており、 民主主義を支える重要な権利とされています。


